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わが国における特発性大腿骨頭壊死症（ONFH）患者の最新の記述疫学像を明らかにするため、疾患レジス

トリである ONFH 定点モニタリングシステムに報告された新患症例・手術症例について、臨床疫学特性を集計し

た。2021年11月～2022 年10月の 1年間に報告された新患症例は 401症例、手術症例は 440症例であった。

このうち、新患症例は 2020～2022 年の 3 年間に確定診断された 316 症例 512 関節、手術症例は 2020～2022

年の 3 年間に手術を施行された 422 症例 471 関節を分析対象とした。 

新患症例の確定診断時年齢の分布（10 歳毎）は、対象者全員では 40 歳代、男性では 40 歳代、女性では 40

～50歳代の割合が高かった。ステロイド全身投与歴の情報が得られた315症例のうち、当該投与歴が「あり」と報

告された者は 191 症例（61%）であった。投与対象疾患は腫瘍性疾患が最多であり（22 症例、12％）、全身性エリ

テマトーデス（SLE）が続いた（21 症例、11％）。従来、SLE が突出して多いという状況が認められていたが、近年

における背景疾患の多様化が示唆された。習慣飲酒歴、喫煙歴、移植歴の情報が得られた者のうち、各既往が

「あり」と報告された者は、それぞれ 176/316 症例（56%）、150/303 症例（48%）、12/316 症例（4%）であった。画像

診断による大腿骨頭以外の骨壊死については 315症例について情報が得られ、「検査なし」が 272症例（86%）、

「検査あり、壊死なし」が 33症例（11%）、「検査あり、壊死あり」が 10症例（3%）であった。確定診断時のMRIによる

異常所見は 494 関節（96%）で認められた。病型は Type C-2 が多く（54%）、病期は Stage 3A が多かった（33%）。 

手術症例の手術時年齢の分布（10 歳毎）は、対象者全員では 40～50 歳代、男性では 40 歳代、女性では 50

歳代の割合が高かった。。術直前の病型は Type C-2 が多く（72%）、病期は Stage 3A が多かった（38%）。術式の

内訳は、人工関節置換術が 378 関節（80%）と最も多く、骨切り術が 60 関節（13%）であった。 

1997 年から開始された定点モニタリングシステムの継続的な運用により、わが国における ONFH 患者の最新

の記述疫学像を継続的に把握できていることに加え、世界的にも類を見ない ONFH の大規模データベースが

構築されている。研究班では、本システムの利活用に向けた疫学研究推進委員会を設置しており、現在、複数

のテーマによるデータ分析が進行中である。今後も臨床疫学特性をモニタリングしていくとともに、データベース

のさらなる利活用が望まれる。 

 

 

1. 研究目的 

わが国における特発性大腿骨頭壊死症（ONFH）

の臨床疫学特性は、過去 5 回にわたり実施されてき

たONFHの全国調査により明らかにされている 1‐6)。し

かしながら、特性の経年変化を把握するために、全

国規模の調査を繰り返し実施することは困難である。

そのため、本研究班では、1997 年（平成 9 年)に疾患

レジストリである定点モニタリングシステムを開始し 7)、

ONFH の臨床疫学特性を継続的に把握してきた。本

報告書では、わが国における最新の ONFH 患者の

臨床疫学像を明らかにするため、2021 年 11 月～

2022 年 10 月の 1 年間に報告された新患症例および

手術症例の特性について集計した。 

 

2. 研究方法 

ONFH 定点モニタリングシステムは、ONFH の患者

が集積すると考えられる特定大規模医療施設を定点

として、新患症例および手術症例を報告し、登録する

システムである。1997 年 6 月に本システムを開始し、

1997 年 1 月以降の症例について報告を得ている 7)。

現在は本研究班員の所属施設と関連施設の整形外

科が参加し（表 1）、登録症例の情報をデータベース

に蓄積している。2022 年 10 月現在、新患症例は約

7,000 例、手術症例は約 6,500 例を登録している。 
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各施設の整形外科で新患症例および手術症例が

発生した場合に、逐一、あるいは、一定程度症例が

蓄積した時点で随時、所定様式の調査票を用いて、

大阪公立大学大学院医学研究科・公衆衛生学（調査

のとりまとめを担当）に報告する。調査票は、新患・手

術用ともに各々一枚である（資料 1、資料 2）。新患症

例の主要調査項目は、確定診断年月、確定診断時

所見、画像診断による大腿骨頭以外の骨壊死、ステ

ロイド全身投与歴、移植歴、習慣飲酒歴、喫煙歴で

あり、手術症例の主要調査項目は手術日、術直前の

病型・病期分類、術式である。なお、直近の書式改訂

は 2014 年 9 月に行っている 8)。 

 

表 1. 定点モニタリングシステム参加施設一覧 

（2022 年 10 月 31 日現在 36 施設） 

施設名 

【班員所属施設】 

旭川医科大学 

愛媛大学 

大分大学 

大阪大学 

大阪公立大学 

岡山大学 

金沢大学 

金沢医科大学 

関西労災病院 

九州大学 

京都府立医科大学 

神戸大学 

国立病院機構大阪医療センター 

佐賀大学 

札幌医科大学 

昭和大学藤が丘病院 

諏訪赤十字病院 

千葉大学 

東京大学 

東京医科大学 

東京医科歯科大学 

獨協医科大学 

長崎大学 

名古屋大学 

弘前大学 

広島大学 

福岡大学 

北海道大学  

三重大学 

宮崎大学 

山形大学 

山口大学 

横浜市立大学 

琉球大学 

 

【班員所属施設の関連施設】 

久留米大学医療センター 

広島県立障害者リハビリテーションセンター  

 

 (倫理面への配慮) 

本システムの実施計画については、調査のとりまと

め施設である大阪市立大学（現：大阪公立）大学院

医学研究科、および各参加施設で倫理委員会の承

認を得た。 

 

3. 研究結果 

 

Ａ．新患症例の集計 

2021年 11月～2022 年 10月の 1年間に報告され

た新患症例は 401 症例であった。このうち、両側の

ONFH 関節ともに「過去に報告済み」と記入があった

3 症例、性別が不明である 1 症例（情報問い合わせ

中）の4症例を除外した397症例について、確定診断

時の分布を表 A-1 に示す。 

 

表 A-1 【新患】 報告症例の確定診断年の分布 

確定診断年 症例数 

2022 139 

2021 130 

2020 47 

2019 35 

2018 10 

2017～1985 26 

 不明* 10 

 計 397 

* 情報問い合わせ中を含む 

 

本報告では、「わが国における近年の ONFH 患者

の臨床疫学像をモニタリングする」という目的から、

2020～2022 年の 3 年間に確定診断された新患 316

症例（80%）を解析対象とした。男性は 199 症例、女性

は 117 症例であった。 

片側罹患は 117症例、両側罹患は 199症例であっ

た。両側罹患のうち 3 症例は、片側の ONFH 関節に

ついて過去に定点モニタリングシステムに報告済み

であったため、関節単位の分析では 512 関節を解析

対象とした。 

 

1) 確定診断時の年齢分布（表A-2、図A-1、図A-2） 
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新患 316 症例の確定診断時年齢を 10 歳毎にみる

と、対象者全員では40歳代、男性では40歳代、女性

では 40～50 歳代の割合が高かった。 

女性について、確定診断時年齢の分布をステロイ

ド全身投与歴別にみたところ、ステロイド全身投与歴

ありの者（N=90）の年齢分布は、女性全員の年齢分

布と同様の傾向であった（図 A-2）。さらにステロイド

全身投与の対象疾患が全身性エリテマトーデス

（SLE）の者（N=15）に限定したところ、20 歳代が最も

多く（N=5）、40 歳代（N=4）が続いた。 

 

表 A-2 【新患】 確定診断時の年齢分布（316 症例） 

年齢（歳） 

n (%) 

対象者全員

（N=316） 

男性 

（N=199） 

女性 

（N=117） 

 10-19 7 (2) 2 (1) 5 (4) 

 20-29 25 (8) 16 (8) 9 (8) 

 30-39 47 (15) 37 (19) 10 (9) 

 40-49 85 (27) 58 (29) 27 (23) 

 50-59 64 (20) 38 (19) 26 (22) 

 60-69 43 (14) 25 (13) 18 (15) 

 70-79 40 (13) 22 (11) 18 (15) 

 80- 5 (2) 1 (1) 4 (3) 

 

 

図 A-1 【新患】 確定診断時の年齢分布（316 症例） 
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図 A-2 【新患】 確定診断時の年齢分布：女性、ステロイド

全身投与歴別（117 症例） 
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2) ステロイド全身投与歴 

新患 316 症例のうち、ステロイド全身投与歴の情報

が得られたのは 315症例であった。そのうち、ステロイ

ド全身投与歴「あり」と報告された者は 191 症例（61%）

であった。ステロイド全身投与対象疾患（確定診断が

最も早かったもの）をみると、腫瘍性疾患が最多であ

り（22 症例、12％）、SLE（21 症例、11％）、間質性肺

炎（14 症例、7%）が続いた（図 A-3）。腫瘍性疾患 22

症例のうち、15 症例は血液悪性腫瘍であり、診断時

年齢の平均は 27 歳、中央値は 20 歳（範囲：15 歳～

65 歳）であった。SLE21 症例の診断時年齢の平均は

31歳、中央値は28歳（範囲：13歳～60歳）であった。

間質性肺炎 14 症例の診断時年齢の平均は 60 歳、

中央値は 61 歳（範囲：31 歳～77 歳）であり、10 症例

は男性であった。 

 

図 A-3 【新患】 ステロイド全身投与の対象疾患（確定診断

が最も早かったもの、191 症例） 
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図 A-4 に、ステロイドの投与期間、1 日当たりの最

高投与量（パルスを除く）、パルス投与有無を示す。

いずれの変数も、約 1/4～1/3 の症例（49～68 人）で

情報が不明であった。情報があった者についてみる

と、投与期間は 1 年未満が最も多かった。1 日当たり

の最高投与量（パルスを除く）を 10mg 毎にみると、60

～69mgが多かった。パルス投与は「なし」が51症例、

「あり」が 72 症例であった。 

 

図 A-4 【新患】 ステロイド全身投与の投与期間、1 日当た

りの最高投与量（パルスを除く）、パルス投与有無（確定診

断が最も早かった疾患について、191 症例） 
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3) 習慣飲酒歴 

新患 316 症例のうち、「習慣飲酒歴あり」と報告され

た者は 176 症例（56%）であった。   

図 A-5 に、1 日あたりの飲酒量（エタノール換算量

[g]：調査票に記載の「アルコールの種類」と「1 日当た

りの平均量」から計算）、飲酒頻度、飲酒期間を示す。

1 日あたりの飲酒量を 23g（日本酒換算で 1 合）ごとに

みると、23～45g（日本酒換算で 1 合以上 2 合未満）

が 41 症例（23%）と最も多く、1～22g（日本酒換算で 1

合未満）が 38 症例（22%）で続いた。なお、69g 以上

（日本酒換算で 3 合以上）の飲酒は 45 症例（26%）で

あった。飲酒頻度は週 6～7 日、飲酒期間は 30 年以

上が最も多かった。 

 

4) 喫煙歴 

新患 316 症例のうち、喫煙歴の情報が得られた者

は303症例であった。そのうち、「喫煙歴あり」と報告さ

れた者は 150 症例（48％）であった。   

図 A-6 に、「喫煙歴あり」の 150 症例について、1

日あたりの喫煙本数、喫煙期間を示す。1 日あたりの

喫煙本数は 20～29 本が最も多く、喫煙期間は 30 年

以上が最も多かった。 

 

 

図A-5 【新患】 1日当たりの飲酒量、飲酒頻度、飲酒期間

（176 症例） 
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図 A-6 【新患】 1 日当たりの喫煙本数、喫煙期間（150 症

例） 
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5) 移植歴 

新患 316 症例のうち、「移植歴あり」と報告された者

は 12 症例（4%）であった。移植臓器の内訳は骨髄 7

症例、腎 3症例、末梢幹細胞 2症例（うち 1症例は同

種末梢幹細胞）であった。 

 

 

 

 

 

 

6) 画像診断による大腿骨頭以外の骨壊死 

新患 316 症例中、画像診断による大腿骨頭以外の

骨壊死について情報が得られた者は 315 症例であっ

た。そのうち、「検査なし」が 272 症例（86%）、「検査あ

り、壊死なし」が 33 症例（11%）、「検査あり、壊死あり」

が 10 症例（3%）であった。「検査あり、壊死あり」と報告

された10症例の壊死部位（複数回答あり）は、膝関節

が 9 症例、肩関節が 3 症例、足関節が 1 症例であっ

た。2 症例は多発性であった（1 症例：肩関節＋膝関

節＋足関節、1 症例：肩関節＋膝関節）。 

 

7) 確定診断時の画像所見 

表A-3に、新患症例 512関節の所見内訳を示す。

MRI による異常所見は 494 関節（96%）で認められた。 

 

表 A-3 【新患】 確定診断前の画像所見（512 関節、複数

回答あり） 

画像所見 関節数 (%) 

X 線所見： 

骨頭圧潰または crescent sign 
334 (65) 

X 線所見： 

骨頭内の帯状硬化像の形成 
423 (83) 

骨シンチグラム： 

骨頭の cold in hot 像 
32 (6) 

MRI： 

骨頭内帯状低信号域（T1 強調像） 
494 (96) 

骨生検標本： 

修復反応層を伴う骨壊死層像 
15 (3) 

 

 

8) 確定診断時の病型・病期分類 

表 A-4 に、新患症例 512 関節の病型・病期分類を

示す。病型は Type C-2 が多く、病期は Stage 3A が

多かった。病期分類が Stage 1 と診断された 61 関節

のうち、MRI 所見のみで診断されていた関節は 47 関

節（77%）であった。 
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表 A-4 【新患】 確定診断前の病型・病期分類（512 関節） 

 関節数 (%) 

病型分類（Type）   

 A 23 (4) 

 B 43 (8) 

 C-1 170 (33) 

 C-2 275 (54) 

 判定不能 1 (0) 

   

病期分類（Stage）   

 1 61 (12) 

 2 123 (24) 

 3A 168 (33) 

 3B 99 (19) 

 4 60 (12) 

判定不能 1 (0) 

 

 

B．手術症例の集計 

2021年 11月～2022 年 10月の 1年間に報告され

た手術症例は 440 症例であった。このうち、生年月が

不整合（情報問い合わせ中）の 1 症例を除外した 439

症例について、手術施行年（調査票に「今回の手術」

の情報として記載）の分布を表 B-1 に示す。 

 

表 B-1 【手術】 報告症例の手術施行年の分布 

手術年 症例数 

2022 211 

2021 170 

2020 41 

2019 11 

不明* 6 

 計 439 

* 情報問い合わせ中を含む 

 

新患症例と同様、本報告の「わが国における近年

の ONFH 患者の臨床疫学像をモニタリングする」とい

う目的から、2020～2022 年の 3 年間に手術が施行さ

れた 422 症例（96%）を抽出して解析対象とした。男性

は 258 症例、女性は 164 症例であった。 

片側手術例 373 症例、両側手術例は 49 症例であ

った。従って、関節単位での集計では 471 関節が解

析対象となった。 

 

1) 手術時年齢の分布（表 B-2、図 B-1） 

手術 422 症例について手術時年齢を 10 歳毎にみ

ると、対象者全員では 40～50 歳代、男性では 40 歳

代、女性では 50 歳代の割合が高かった。 

 

表 B-2 【手術】手術時年齢の分布（422 症例） 

年齢（歳） 

n (%) 

対象者全員

（N=422） 

男性 

（N=258） 

女性 

（N=164） 

 10-19 13 (3) 5 (2) 8 (5) 

 20-29 28 (7) 16 (6) 12 (7) 

 30-39 50 (12) 37 (14) 13 (8) 

 40-49 103 (24) 72 (28) 31 (19) 

 50-59 98 (23) 62 (24) 36 (22) 

 60-69 73 (17) 41 (16) 32 (20) 

 70-79 51 (12) 24 (9) 27 (16) 

 80- 6 (1) 1 (0) 5 (3) 

 

 

図 B-1 【手術】手術時年齢の分布（422 症例） 
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2) 術前の病型・病期分類 

表 B-3 に、手術症例 471 関節の病型・病期分類を

示す。病型は Type C-2 が多く、病期は 3A が多かっ

た。 
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表 B-3 【手術】 術前の病型・病期分類（471 関節） 

 関節数 (%) 

病型分類（Type）   

 A 2 (0) 

 B 10 (2) 

 C-1 111 (24) 

 C-2 333 (72) 

判定不能 9 (2) 

 不明 18  

   

病期分類（Stage）   

 1 6 (1) 

 2 20 (4) 

 3A 178 (38) 

 3B 126 (27) 

 4 135 (29) 

 判定不能 3 (1) 

不明 3  

 

 

3) 今回の術式 

表B-4に、手術症例471関節の今回の術式を示す。

術式の内訳は、人工関節置換術が 378 関節（80%）と

最も多く、骨切り術が 60 関節（13%）であった。骨切り

術の内訳は、前方回転骨切り術 17 関節、後方回転

骨切り術 12 関節、内反骨切り術 31 関節、杉岡式回

転骨切り術 1 関節であった（1 関節は術式の重複あり、

情報確認中）。人工関節再置換術 10 関節の理由とし

て報告されたものは、感染（5 関節）、BHA 後の臼蓋

の骨摩擦（1 関節）、反復脱臼（1 関節）、骨頭の中心

性脱臼（1 関節）、メタローシス（1 関節）であった。 

 

表 B-4 【手術】術式の分布（471 関節） 

術式 関節数 (%) 

骨切り術 60 (13) 

骨移植術 2 (0) 

人工骨頭置換術 13 (3) 

人工関節置換術 378 (80) 

人工骨頭再置換術 0 (0) 

人工関節再置換術 10 (2) 

 

 

 

 

4. 考察 

ONFH定点モニタリングシステムに 2021年 11月～

2022 年 10月の 1年間に報告された新患症例および

手術症例のうち、新患症例については 2020～2022

年の 3 年間に確定診断された 316 症例、手術症例に

ついては 2020～2022 年の 3 年間に手術を施行され

た 422 症例の特性を集計した。確定診断年の分布

（表 A-1）をみると、かなり以前の確定診断例も報告さ

れていることがわかる。本システムの参加施設が整形

外科領域における高次医療施設であることから、「関

連病院で確定診断を受けた後、より専門的な加療の

ため参加施設に紹介された」などの症例が含まれる

可能性があるため、確定診断から報告までかなりのタ

イムラグが生じることも想定される。一方、各施設にお

ける医師の人事異動の際に、担当の引き継ぎを円滑

に行うことができなかったなどの理由による報告の遅

れも生じているかもしれない。今回の解析対象となら

なかった新患症例・手術症例も、今後、データベース

の情報を包括的に利活用する検討では分析対象に

含められることになるが、本システムで「ONFH患者の

最新の特性をモニタリングする」という本来の目的に

鑑みると、タイムリーな登録が望ましい。 

新患症例の確定診断時年齢は、男性では 40 歳代、

女性では 40～50 歳代が最も多く、手術症例の手術

時年齢の分布もほぼ同様であった。女性の確定診断

時年齢については、近年、高齢化の傾向が認められ

ていた。例えば、2011 年 1 月～2017 年 12 月の確定

診断例を集計した結果によると、2011 年の診断例で

は30歳代から60歳代までなだらかに分布していたが、

その後、しだいに40歳未満の割合が減少した 9)。また、

2018年11月～2019年10月に報告された新患症例、

2019年11月～2020年10月に報告された新患症例、

2020 年 11 月～2021 年 10 月に報告された新患症例

の集計では、女性の年齢のピークはそれぞれ 60 歳

代、50 歳代、60 歳代に認めている 10-12)。この点につ

いては、ステロイド全身投与歴のない女性 ONFH 患

者で、鑑別すべき疾患（高齢女性における変形性股
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関節症、一過性大腿骨頭萎縮症、急速破壊型股関

節症、大腿骨頭軟骨下脆弱性骨折など）の紛れ込み

の可能性も考えられていた 13-15)。今回の集計では女

性の確定診断時年齢の高齢化は顕著ではなかった

が、引き続き注視していく必要がある。 

新患症例のステロイド投与対象疾患については、

従来、SLE が最多であったが、今回の集計ではじめ

て腫瘍性疾患が最多となった。過去 2 年度の報告書

で提示した新患症例の集計（2019 年 11 月～2020 年

10 月および 2020 年 11 月～2021 年 10 月に報告さ

れた新患症例の集計）でも 11,12)、SLE は最多であった

ものの突出して多い状況ではなかった。今回の集計

により、ステロイド全身投与の背景となる疾患の多様

化が改めて示された。移植歴についても、過去には

腎移植が最も多い時期があったものの、今回の集計

を含め、最近は骨髄移植が最も多い状況である。こ

れらの結果は、本システムに報告された新患症例に

ついて 15 年間の経年変化を検討した際、腎移植の

既往を有する者の割合が低下していたことや 16) 、他

の臨床研究で腎移植患者における ONFH 発生率が

近年低下している 17) こととも整合している。なお、日

本臓器移植ネットワークで公表されているデータによ

ると、最近 20年間で腎移植数に明らかな減少傾向は

認められない 18)。そのため、腎移植の絶対数が減少

したことによる影響は考えにくいかもしれない。 

飲酒・喫煙状況については、2014年の調査票改訂

時に量・頻度・年数・本数などの情報を収集する様式

になったことから、ONFH 新患症例の特性の詳細が

明らかになってきている。飲酒については、69g 以上

（日本酒換算で3合以上）の多量飲酒者が26%を占め

ていたものの、1～22g（1 合未満）や 23～45g（1 合以

上 2 合未満）の飲酒者も 22%あるいは 23%を占めてお

り、多量飲酒者が特に目立つということはなかった。

喫煙については、1 日当たり 20～29 本の者が多かっ

た。期間については、飲酒、喫煙ともに、30 年以上が

最も多かった。なお、これらの量・頻度・年数・本数が

リスクとなり得るかについては、本検討（症例のみ）の

結果だけでは判断できず、対照（control）との比較を

行う分析疫学の手法で検証することが必要である。 

新患患者における画像診断による大腿骨頭以外

の骨壊死の検索状況、確定診断時の画像所見や病

型・病期分類の分布、および手術症例における術前

の病期・病型の分布、術式の内訳については、過去

の報告と比較して大きな変化は認められなかった。こ

れらの臨床像は、今後立案される臨床研究の基礎情

報になると考えられる。 

1997 年から開始された定点モニタリングシステムの

継続的な運用により、世界的にも類を見ない ONFH

の大規模データベースが構築されている。研究班で

は、本システムの利活用に向けた疫学研究推進委員

会を設置しており、現在、複数のテーマによるデータ

分析が進行中である。今後も臨床疫学特性を継続的

にモニタリングしていくとともに、データベースのさら

なる利活用が望まれる。 

 

5. 結論 

ONFH定点モニタリングシステムに 2021年 11月～

2022 年 10 月の 1 年間に報告された新患症例および

手術症例について集計した。臨床疫学特性の分析

では、新患症例は 2020～2022 年の 3 年間に確定診

断された 316 症例、手術症例は 2020～2022 年の 3

年間に手術を施行された 422 症例を対象とした。新

患症例の確定診断時年齢は、男性では 40 歳代、女

性では 40～50 歳代が最多であり、手術症例の手術

時年齢も同様の分布であった。新患症例のステロイド

投与対象疾患については、今回の集計ではじめて腫

瘍性疾患が最多となり、背景疾患の多様化が示唆さ

れた。その他の特性については、過去の報告と比較

して大きな変化は認められなかった。 
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資料 1. ONFH 定点モニタリングシステム調査票：新患用 
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資料 2. ONFH 定点モニタリングシステム調査票：手術用 

 


